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様々な社会資本について、老朽化による不具合が懸念される。 

腐食した排水ポンプ場の羽根車 
老朽化した海岸堤防  

破断箇所 補修後

平成１９年６月２０日破断を発見 平成１９年６月２９日補修完了

トラス橋の斜材の破断 
（木曽川大橋） 

港湾施設エプロン部分の陥没 

社会資本の老朽化による不具合 （１） 
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橋梁 港湾 
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社会資本の老朽化による不具合 （２） 

排水ポンプ用エンジンの冷却水配管の水抜きプラグが腐食により損壊し、 
冷却水の漏水による冷却不良によるエンジン停止の恐れ 

損傷した「水抜きプラグ」 

トンネル 

河川 

公園 

ロックチェーンをビニールパイプにより被覆したことにより、内部が湿潤状態となり 

錆が進行。左側の吊り部材（ロックチェーン）の連結部が腐食、摩耗による破断 空港 

経年劣化等による舗装剥離 3 

落下したコンクリート片 

犬伏ﾄﾝﾈﾙ〔国道253号〕 

覆工コンクリート(施工目地部) 

からの剥落 
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笹子トンネル天井板落下事故の概要 
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【天井板落下状況写真】 【笹子トンネル概要】 

中央自動車道（上り）東京方面 

平成24年12月2日（日）の午前8時3分頃、笹子トンネル天井板が約140ｍにわたり落下 

する事故が発生。天井板の下敷きになるなど、この事故により９人が死亡。 



社会資本の老朽化対策の流れ 
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平成24年12月 笹子トンネル天井板落下事故 → 全国の施設で緊急点検実施 

平成24年  7月 国土交通大臣より諮問 → 社会資本整備審議会、交通政策審議会 
○「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方」について
※社会資本メンテナンス戦略小委員会を設置 

平成25年  3月 
社会資本の老朽化対策会議 

国土交通省として
先ずやるべきこと 
H25「ﾒﾝﾃﾅﾝｽ元年」 ○社会資本の維持管理・更新について当面講ずべき措置（行程表）決定

平成25年11月 
○「インフラ長寿命化基本計画」決定

インフラ老朽化の推進に関する関係省庁連絡会議 
政府全体の 

「基本計画」 ※必要施策の方向性、国と地方公共団体との役割等を政府として決定 

平成25年12月 

社会資本整備審議会、交通政策審議会技術部会 →  国土交通大臣 
○社会資本メンテナンス戦略小委員会（第1期）答申
※戦略的な維持管理・更新に関する基本的な考え方、国土交通省等が取り組む 
 べき施策、維持管理･更新費の将来推計について答申 

国土交通省として
の今後の方向性 

平成26年  5月 
社会資本の老朽化対策会議       

○「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」決定
国土交通省の
「行動計画」 

社会資本整備審議会、交通政策審議会技術部会 
平成27年  2月 

○社会資本メンテナンス戦略小委員会（第２期） 提言

※「市町村における持続的な社会資本メンテナンス体制の確立を目指して」等 

平成29年12月 
社会資本整備審議会、交通政策審議会技術部会       

○社会資本メンテナンス戦略小委員会（第３期）における検討に着手

取組のレビュー 

今後の取組み 

の方向性 



トータルコストの縮減・平準化 
 予防保全の考え方に基づく長寿命化の推進や、新技術の
開発・導入により、トータルコストを縮減・平準化 

点検・診断 

予防保全の取組 

個別施設計画 

新技術の開発・導入 

修繕・更新 

情報の記録・活用 

○健全度や、利用状況、

重要度等を踏まえて

必要な修繕・更新の

効果的・効率的な実

施を計画

○点検・診断、修繕・更新等の取組を通じて、順次情報を収集
○地方公共団体等も含め、一元的な集約化を図る
○蓄積・集約化した情報を利活用

トータル
コスト

効
用
・
性
能

供用期間

標準的
供用限界

事後保全
予防保全

（ 
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ー
ジ
図
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研修の充実・強化、資格制度の構築、基準類の体系的整備、技術的助言、財政支援 等 

＜研修の様子＞ ＜技術的助言の事例＞ 
国による直轄診断、修繕代
行事業等を実施 
・大渡ダム大橋 
  (高知県仁淀川町管理)等 

＜財政支援の例＞ 

防災・安全交付金 等 

地方公共団体等への支援 

インフラ長寿命化計画（行動計画）に基づく 
戦略的な維持管理・更新の推進 

画像鮮明化技術を搭載した水
中構造物点検用無人探査水中
ロボット 

（中部地整丸山ダム等） 

＜新技術の事例＞ 

メンテナンスサイクルの構築 
個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）を核として、点検・診
断、修繕・更新、情報の記録・活用のメンテナンスサイクルを構築 
 ・全分野において点検基準等を策定 
 ・点検は2018年度までに一通り完了予定 
 ・個別施設計画策定を推進するための技術的支援策等を実施 
 ・個別施設計画策定は2020年度までに完了予定 

＜イメージ＞ 

６ 



社会資本の老朽化の現状 

高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について、 

建設後５０年以上経過する施設の割合が加速度的に高くなる。 
※施設の老朽化の状況は、建設年度で一律に決まるのではなく、立地環境や維持管理の状況等によって異なるが、 

  ここでは便宜的に建設後５０年で整理。 

≪建設後５０年以上経過する社会資本の割合≫ 

２０１８年３月 ２０２３年３月 ２０３３年３月 

道路橋
［約４０万橋注1）（橋長２ｍ以上の橋約７０万のうち）］ 

約２５％ 約３９％ 約６３％ 

トンネル 
［約１万本注2）］ 

約２０％ 約２７％ 約４２％ 

河川管理施設（水門等） 
［約１万施設注3）］ 

約３０％ 約４３％ 約６４％ 

下水道管きょ 
［総延長：約４５万ｋｍ注4）］ 

約４％ 
（２０１６年３月時点） 

約８％ 約２１％ 

港湾岸壁 
［約５千施設注5）（水深－４．５ｍ以深）］ 

約１０％ 
（２０１６年３月時点） 

約３２％ 約５８％ 
注１） 建設年度不明橋梁の約３０万橋については、割合の算出にあたり除いている。 
注２） 建設年度不明トンネルの約２５０本については、割合の算出にあたり除いている。 
注３） 国管理の施設のみ。建設年度が不明な約１，０００施設を含む。（ ５０年以内に整備された施設については概ね記録が存在していることから、建設年度

が不明な施設は約５０年以上経過した施設として整理している。） 
注４） 建設年度が不明な約１万５千ｋｍを含む。（３０年以内に布設された管きょについては概ね記録が存在していることから、建設年度が不明な施設は約３０

年以上経過した施設として整理し、記録が確認できる経過年数毎の整備延長割合により不明な施設の整備延長を按分し、計上している。） 
注５） 建設年度不明岸壁の約１００施設については、割合の算出にあたり除いている。 ７ 



道路（橋梁～橋長２m以上～）（建設年度別物量） 

出典：国土交通省調べ 

※都道府県・政令市は、 
地方道路公社を含む 

注）平均年齢は、建設年度が把握されている施設の平均 

橋梁： 
約726,000橋 

(2m以上) 

建設後５０年以上経過
する施設の割合 
２０１８年 ： 約25％ 
２０２３年 ： 約39％ 
２０３３年 ： 約63％ 

建設後５０年以上← 

建設後５０年以上↑ 建設後５０年以上↑ 

施設数及びストックピラミッド：
2017年度集計 

８ 
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ストックピラミッド 

市町村等 

平均年齢：22年 
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ストックピラミッド 

都道府県 政令市 

平均年齢：25年 平均年齢：31年 
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建設年度別施設数 

都道府県 政令市 市町村等 

都道府県 
2% 

政令市 
24% 

市町村等 
74% 

管理者ごとの施設延長 

管渠： 
約470,000m 

下水道（管渠） 

出典：国土交通省調べ 注）平均年齢は、建設年度が把握されている施設の平均 

※2016～2017年度はデータ未集計 

（km） （km） （km） 

（年） 

（年） 

注）このほかに、施設整備年度が古く、データが確認できなかった施設が約21,000kmある 

（km） 

（年度） 

建設後５０年以上経過
する施設の割合 
２０１８年 ： 約４％ 
２０２３年 ： 約８％ 
２０３３年 ： 約２１％ 

建設後５０年以上↑ 建設後５０年以上↑ 

建設後５０年以上← 

施設数及びストックピラミッド：
2015年度集計 

９ 



※１．国土交通省所管の社会資本10分野（道路、治水、下水道、港湾、公営住宅、公園、海岸、空港、航路標識、官庁施設）の、国、地方公共団

体、地方道路公社、（独）水資源機構が管理者のものを対象に、建設年度毎の施設数を調査し、過去の維持管理、更新実績等を踏まえて推

計。 

※２．施設更新は同等の機能で更新（現行の耐震基準等への対応は含む。）するものとし、今後の新設、除却量は考慮していない。 

※３．個々の社会資本で立地条件等に違いがあることから、維持管理・更新単価や更新時期に幅があるため、推計額は幅を持った値と

している。 

※４．予防保全等に関しては、推計時点で把握可能な部分について考慮し、それ以降の取組については推計に反映していない。 

国土交通省所管分野における維持管理・更新費の推計結果（H25.12） 

年度 推計結果 

2013年度 約3.6兆円※）

2023年度 約4.3～5.1兆円 

2033年度 約4.6～5.5兆円 

※）２０１３年度の値（約３．６兆円）は、実績値ではなく、今回実施した推計と同様の条件のもとに算出した推計値 

※）２０１７年度は推計結果から補完すると約３．９～４．２兆円 

最大で
1.5倍 

○ 社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会「社会資本メンテナンス戦略小委員会」での
審議を踏まえ、国土交通省において推計した結果、2013年度の維持管理・更新費は約3.6兆円※）であったも 
のが、20年後（2033年度）には約4.6～5.5兆円、最大で約1.5倍となっている。 

10 



○市町村の土木費は、平成5年度から平成23年度の約20年間で約半分の約5兆4508億円
減少したが、近年微増傾向にある。 

（百万円 ） 

（地方財政統計年報より国土交通省作成 ） 

市町村における土木費の推移 

市町村における土木費の推移 

（年度 ） 

11兆4973億円 

6兆7082億円 

6兆6859億円 

約5兆4508億円（半分）減少 

11 



○市町村全体の職員数は、平成８年度から平成２７年度の間で約２０％減少していることから、
市町村における土木部門の職員数のピーク時からの減少割合は、全体の職員数のピーク時
からの減少割合よりも大きい。

○市町村における土木部門の職員数は平成８年度の１２４，６８５人をピークに19年連続で減少
しており、 平成２７年度は９０，９６７人である。（平成８年度比約２７％減） 

○技術系職員がいない市町村の割合は約３割に上る。

市町村における維持管理体制 ① 

※１：地方公共団体定員管理調査結果より国土交通省作成。なお、一般行政部門の職員を集計の対象としている。また、市町村としているが、特別区を含む。 
※２：技術系職員は土木技師、建築技師として定義。Ｈ２７年度の割合。 

市町村における職員数の推移（市町村全体、土木部門）※１

技術系職員がいない 
市町村の割合※１， ※２

いない 
482団体 
（27.7%） 

いる 
1260団体 
（72.3%） 

約３割
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町 

その他の市 

都道府県・政令市・ 

特別区・特例市・中核市 

下水道 

11～20人 

道路 
21人～ 1～5人6～10人 

11～20人 
1～5人 

6～10人 
21人～ 

社会資本整備審議会・交通政策審議会 

「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方について 答申」 
（平成25年12月）参考資料より作成 

＜維持管理・更新業務を担当する職員数＞ 
※同一の職員が複数分野の業務を担当している場合には、重複して計上。 

○維持管理・更新業務を担当する職員数が５人以下である市町村が多く、その傾向は人口規模
が小さくなるほど顕著である。

市町村における維持管理体制 ② 
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インフラメンテナンス国民会議 設立概要について 

設立の背景（平成２８年１１月２８日設立） 
■ インフラは豊かな国民生活、社会経済を支える基盤であり、急速にインフラ老朽化が進む中で施
設管理者は限られた予算の中で対応しなければならず、インフラメンテナンスを効率的、効果的に
行う体制を確保することが喫緊の課題 

■ 豊かな国民生活を送る上でインフラメンテナンスは国民一人ひとりにとって重要であることから、
インフラメンテナンスに社会全体で取り組むパラダイムの転換が必要 

目的 国民会議の性格 

産官学民が連携するプラットフォーム 

設立の 
位置付け 

■ 社会資本整備審議会･交通政策審議会技術分科会技術部会 提言（平成27年2月）
  「社会資本のメンテナンス情報に関わる３つのミッションとその推進方策」 

■ 日本再興戦略改訂2015-未来への投資・生産性革命-（平成27年6月30日閣議決定）

■ 日本再興戦略2016-第４次産業革命に向けて-（平成28年6月2日閣議決定）

■ 政務官勉強会 提言（平成28年7月29日）

準備状況 
■ 意見交換会（平成27年11月～12月、平成28年4月）２回
■ 部会・フォーラム準備会（平成28年6月2日～9月29日）延べ11回

1. 革新的技術の発掘と社会実装

2. 企業等の連携の促進

3. 地方自治体への支援

4. インフラメンテナンスの理念の普及

5. インフラメンテナンスへの市民参画の推進

14 



【インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」の活動内容】 

  ➀インフラメンテナンスのベストプラクティスの水平展開 
・自治体ニーズ（課題）解決に向けた民間企業等のノウハウの情報交換 

     （中国地方独自の課題解決策等の検討） 

  ➁民間企業と連携した中国地方発の技術開発 
・オープンイノベーションによる異業種の連携や技術の融合、マッチング 

     （中国地方の企業間でのマッチングによる技術開発） 

  ➂地域における市民等の連携の推進  
   ・地域における技術者育成の活動支援 

（三方良しのフィールドイベント開催等） 
 ・インフラやメンテナンスへの関わりを深めるための 

   実践活動を展開 
  （継続的な市民参画型イベント等の実践） 

地方フォーラム インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」 

H30.6.29中国新聞▲
（22面掲載）

H30.6.29読売新聞
（29面掲載）▼

【インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」について】 
   インフラメンテナンス国民会議の活動が本格化する中、地方自治体が革新的な技術等の実装を進め、 

  個別施設計画や公共施設等総合管理計画を着実に実施するためには、地方自治体や担い手が参加する 
  ことのできる地方レベルでの取り組みを強力に展開していく必要があることから、産学官民の技術や 
  知恵を総動員するプラットフォームとなる地方フォーラムとして設立されたもの。 

■設立承認（平成30年3月27日） ■発足会議（平成30年6月28日）
■フォーラムリーダー：藤井 堅（広島大学大学院工学研究科 特任教授）
企画委員リーダー：藤井 友行（復建調査設計株式会社）
企画委員：民間企業10社、高等学校１校 ▲発足会議の様子 

【各会員の割合】（H31.3.12時点）

・中国ブロックの行政会員は、約3割（40/112団体） 

程度の加入率であることや大学等の教育機関の会員 

が少ないこと等から、今後も会員数の増加に向けた 

取り組みが必要。 

【高校生パトロール隊】
これまでの活動は、地元紙
・業界紙、TVﾆｭｰｽなどで
取り上げられている

▲３校（岡山工・笠岡工・
津山工）合同の
パトロール隊

発足式（H30.6.29）

企業会員 

４３者 

行政会員 

４０者 

団体会員 

６者 

個人会員 

12者 
企業会員 

行政会員 

団体会員 

個人会員 

全会員 
１０１者 
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インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」・第1回ワークショップの開催概要 

○インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」では、地方自治体(施設管理者)のインフラメンテナンスに係るニーズや課題に
対し、民間企業のシーズ技術のマッチング等、解決の方向性を模索・検討する場として、ワークショップを実施。

○ワークショップには、施設管理者と様々な業種の企業等が参加、テーマ毎に「施設管理者の課題説明」「企業等による
技術の紹介」や「課題解決策の提案」等について、活発なグループ討議が行われました。

■日  時：平成31年1月30日（水）14:00～16:00
■場   所：国土交通省 松江国道事務所 大会議室
■出席者：３４名（施設管理者：鳥取県、島根県、松江市、萩市、奥出雲町／民間企業等：15社）

■テーマ ：「橋梁における点検方法の改善」や「舗装の損傷状況の実態把握」等の４テーマ
   ＊施設管理者から提供された全19テーマから参加希望者が多いものを選定 

○開会挨拶

  フォーラムリーダー 
（広島大学特任教授） 

  藤井 堅 
○閉会挨拶

  中国地方整備局 企画部 
   事業調整官 藤原 博明 

テーマ No.1：橋梁における点検方法の改善
No.2：塩害橋梁の塩害進行度の把握技術
No.3：舗装の損傷状況の実態把握
No.4：伸縮装置撤去時の騒音対策及び時間短縮

※中国ブロックの施設管理者から提供された全19テーマから、参加希望者が多かった４テーマを選定

○グループ討議

○グループ討議の結果発表
 課題を企業に直接伝えることができ、また、企業から課題解決
に向けた様々な提案があり、有意義であった【施設管理者】

 課題解決に繋がる具体的な技術と施設管理者とのマッチング
が図られる場があるとよい【施設管理者】

○参加者の感想
▲テーマNo.1：橋梁における点検方法の改善 

▲テーマNo.2：塩害橋梁の塩害進行度の把握技術 

施設管理者 

 企 業 

 企 業 

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ・書
記 

施設管理者  企 業 

 企 業 ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ・書
記 

▲テーマNo.4：伸縮装置撤去時の騒音対策及び時間短縮 

▲とりまとめられたｸグループ毎のワークシート

▲施設管理者の感想

 自治体の課題や他社の技術、考え方等を聴くことができ大変
参考となった【民間企業】

 施設管理者の課題を把握することで、新たなテーマの気付き
にもなる【民間企業】

 今後もワークショップを開催してほしい【民間企業】

施設管理者が抱える 
維持管理の課題収集 

ワークショップ 
（施設管理者と企業 
の意見交換会） 

ピッチイベント 
（課題を解決する 
技術の提案会） 
【2/27・3/4（予定）】 

実用化を検証する 
現場実証試験 

（自治体等フィールド） 

マッチング 
（社会実装） 
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【施設管理者：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、松江市、奥出雲町、広島市、三次市、庄原市、坂町、萩市、長門市  21名/  
  民間企業等：22社 等（傍聴含む）】 

インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」・第1回ピッチイベントの開催概要 

○インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」は、地方自治体（施設管理者）が抱える施設管理に関する課題（テーマ）に対し、民間事業
者が課題解決に繋がる技術等を紹介するピッチイベント（技術提案会）を初めて実施しました。

○第1回ピッチイベントでは「橋梁点検を支援する技術」と「塩害橋梁の塩害進行度の把握技術」 の２つのテーマに対して、民間事業者９
社が自社製品やサービスの紹介を行い、紹介された技術に対し、施設管理者から積極的な質疑等、意見交換が行われました。

■日   時：平成31年2月27日（水）13:30～16:30  ■場 所：広島合同庁舎内会議室
■参加者：約90名

○閉会挨拶

中国地方整備局 企画部 

事業調整官 藤原 博明 

○特別講演

○自治体の課題を企業が保
有する技術で解決できる可能
性があるので、ピッチイベント
等でPRすることが重要

○民間事業者からのプレゼン

 新世代の橋梁点検車：格正建設(株)

 社会インフラ画像診断サービス：富士フィルム(株)

 衝撃振動試験等：光和商事(株)

 橋梁点検ロボットカメラ等：(株)計測ﾘｻｰﾁｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

 特殊高所技術：(株)Roope’s

○自社製品やサービスの紹介

▲テーマNo.1：橋梁における点検方法の改善

▲テーマNo.2：塩害橋梁の塩害進行度の把握技術

施設管理者

 ▲「だいち2号」ALOS-2 

企 業

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ・書記

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ・書記

 ｼｰｽ内ｸﾞﾗｳﾄの充填調査技術等：(株)CORE技術研究所

 近赤外分光技術によるｲﾝﾌﾗ構造物の劣化ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞｼｽﾃﾑ：(株)日進機械

 PC鋼材の破断の判定が可能な非破壊検査手法等：日進工業(株)

 鋼材表面に飛来付着した塩分（NaCl）を計測する技術：(有)丸重屋

▲テーマNo.4：伸縮装置撤去時の騒音対策及び時間短縮

▲テーマNo.3：舗装の損傷状況の実態把握

施設管理者が抱える 
維持管理の課題収集 

ワークショップ 
（施設管理者と企業の意見交換会）

H31.1.30（松江） 

ピッチイベント 
（課題を解決する技術の提案会） 
第1回：H31. 2.27（広島） 

 第2回：H31. 3. 4（米子） 

実用化を検証する 
現場実証試験 

（自治体が管理する施設） 

マッチング 
（社会実装） 

○講 評 

メンター 宮本 文穂 
 （山口大学名誉教授） 

○開会挨拶

ﾌｫｰﾗﾑﾘｰﾀﾞｰ 藤井 堅 
 （広島大学特任教授） 

○特別講演

ＪＡＸＡ 
（宇宙航空研究開発機構） 

冨井 直弥 氏 

▲自社製品やサービスの紹介 

▲質疑応答の様子 

テーマ：「宇宙からのインフラ維持管理」 

衛星から地表面の距離を観測・解析することで堤防の
沈下や隆起等の変状を効率的に点検することが可能

国が管理する河川の点検対象堤防延長（9,155km）

における点検費用は、水準測量の約3分の1程度
社会実装に向け、解析ツール制作やNETISの登録申
請を実施中

解
析
事
例 

▲ 

＋
5
0
m

m
 

  1
年
あ
た
り
の
沈
下

 
  －

5
0
m

m
 

施設管理者  企 業 

 企 業 

企業が保有する技
術は、自治体の課
題を解決する可能
性があることから、
ピッチイベントを開
催すること、そこで
PRすることが重要

である

■ 「塩害橋梁の塩害進行度の把握技術」

■「橋梁点検を支援する技術」
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 課題解決のための新技術が幅広く提案してもらえ有意義だった
 新技術の情報と同時に、採用にあたっての課題が認識できた
 紹介された技術を採用するための検討を進めたい

インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」・第2回ピッチイベントの開催概要 

○インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」は、地方自治体（施設管理者）が抱える施設管理に関する課題（テーマ）に対し、民間事業
者が課題解決に繋がる技術等を紹介するピッチイベント（技術提案会）を実施しました。

○第2回ピッチイベントでは「舗装の損傷状況の実態把握」と「伸縮装置撤去時の騒音対策及び時間短縮」 の２つのテーマに対して、民間
事業者11社が自社製品やサービスの紹介を行い、紹介された技術に対し、施設管理者から積極的な質疑等、意見交換が行われました

■日   時：平成31年3月4日（月）13:30～16:30  ■場 所：鳥取県西部総合事務所 講堂
■参加者：約70名

 「ｽﾏｰﾄﾌｫﾝを活用した路面調査ｼｽﾃﾑ」：JIPﾃｸﾉｻｲｴﾝｽ(株)など７社が提案

○自社製品やサービスの紹介

▲「延長床版システムプレキャスト工法」：(株)ガイアート 

 「ウォータージェットによるはつり工法」：日進機工(株)など４社が提案

■「舗装の損傷状況の実態把握」

施設管理者が抱える 
維持管理の課題収集 

ワークショップ 
（施設管理者と企業の意見交換会）

H31.1.30（松江） 

ピッチイベント 
（課題を解決する技術の提案会） 
第1回：H31. 2.27（広島） 

 第2回：H31. 3. 4（米子） 

実用化を検証する 
現場実証試験 

（自治体が管理する施設） 

マッチング 
（社会実装） 

▲自社製品やサービスの紹介 

▲質疑応答の様子 

■ 「伸縮装置撤去時の騒音対策及び時間短縮」

【施設管理者：鳥取県、島根県、米子市、日南町、松江市、雲南市、奥出雲町 12名/  民間企業等：15社 等（傍聴含む）】 

施設管理者  企 業 

 企 業 

○特別講演

テーマ：「耐候性鋼橋梁の適切な維持管理に関する技術開発」 

 耐候性鋼材とは「さびをさびで防ぐ」ユニークな防食特性を有する鋼材
 耐候性鋼の異常腐食に関する対策を検討するにあたり、腐食状況や腐食環境等の詳細調査を実施し、
定量的な評価が可能である手法等が明らかとなった

 品質確保のためには、特に素地調整時の工程に時間を要する

講 師 ：松江工業高等専門学校 環境・建設工学科  教授  大屋 誠 氏 

○参加者の感想  【施設管理者】

▲「道路パトロール支援サービス」 
（株）富士通交通・道路ﾃﾞｰﾀｻｰﾋﾞｽ 

▲「次世代道路計測システム」 
（株）パスコ 

▲「SJS-H工法」：日本鉄塔工事(株) 

 自治体が抱えるニーズが明確になっており、解決する技術等
を提案しやすい。 

 今後、どのように技術を社会実装していくのかが課題
 実証試験に繋げることができれば、より有意義なものとなる

【民間企業】 

18 



※第24回メンテナンス戦略小委員会 
【H31.3.19会議資料より抜粋】 
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新技術の活用 【インフラメンテナンス国民会議における取組】 
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新技術の活用 【国土交通省所管分野に係る技術研究開発】 
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新技術の活用 【新技術契約の円滑化支援に関する取組】 
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新技術の活用 【メンテナンスＮＥＴＩＳの活用拡大】 
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新技術の活用 【積算基準類の整備】 
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新技術の活用 【革新的社会資本整備研究開発推進事業の活用検討】 
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新技術の活用 【官民研究投資拡大プログラム（PRISM)】 
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新技術の活用 【官民研究投資拡大プログラム（PRISM） 今後のスケジュール】 
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インフラメンテナンス国民会議「ちゅうごく」 
入会登録案内 

http://www.milt.go.jp/sogoseisaku/im/login/index.html 
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インフラメンテナンス国民会議ちゅうごく 検 索 

入会金・ 

年会費等
は無料！ 

http://www.milt.go.jp/sogoseisaku/im/login/index.html
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